
令和５年５月１８日 

各都道府県教育委員会指導事務主管課

各指定都市教育委員会指導事務主管課

文部科学省初等中等教育局教育課程課 

令和４年度「英語教育実施状況調査」の結果及び 

生徒の英語力向上に向けた取組の推進について（周知） 

文部科学省が実施しております令和４年度「英語教育実施状況調査」につい

て、このたび、参考１のとおり結果を取りまとめ、公表いたしましたのでお知

らせいたします。本調査の実施に当たりまして、多大なる御理解・御協力をい

ただき、誠にありがとうございました。 

今回の調査結果では、生徒の英語力について、引き続き着実な向上が見られ

ております。また、教育委員会及び学校の取組として、授業における言語活動

の充実や ICT の活用等が進んでいるといった成果も見られているところです。 

一方で、生徒の英語力について、「第３期教育振興基本計画」（平成 30 年度

～令和４年度。以下「第３期計画」という。）における指標（中学校卒業段階

で CEFR の A1 レベル相当以上、高等学校卒業段階で CEFR の A2 レベル相当以上

を達成した中高生の割合を５割以上にする）には、あと一歩のところで到達し

ませんでした。また、依然として、生徒の英語力や様々な取組の数値に自治体

間での開きが見られること、高等学校の教師の英語力について前年度より数値

が低下していることなど、課題が見られたところです。 

「次期教育振興基本計画について （答申）」（令和５年３月８日中央教育審

議会）では、次期教育振興基本計画において、生徒の英語力の指標を引き上げ

るとともに、新たに、全ての都道府県・政令指定都市において第３期計画に掲

げる指標を達成すること、また、高等学校卒業段階で CEFR の B1 レベル相当以

上を達成した高校生の割合を増加させることが盛り込まれています。今後、本

答申等を踏まえ、次期教育振興基本計画が策定されることとなりますので、各

教育委員会及び学校におかれましては、下記の事項について御理解の上、英語

教育のより一層の改善・充実に取り組んでいただきますようお願い申し上げま

す。 

 御中 



 なお、文部科学省において、各教育委員会における取組や課題をよりきめ細

かに把握し、今後の支援方策等につなげるため、今後、一部の教育委員会に対

し、個別に取組状況や具体的な課題等をお伺いする予定としておりますので、

御協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

各都道府県教育委員会指導事務主管課におかれては所管の学校及び域内の

市区町村教育委員会に対し、各指定都市教育委員会におかれては所管の学校に

対し、本調査結果を周知くださいますようお願い申し上げます。 

また、各教育委員会指導事務主管課におかれては、必要に応じ、当該地方公

共団体の長及び関係部局に対し、本調査結果を共有していただき、体制整備に

係る財政措置をはじめ、必要な連携を図っていただくよう併せてお願い申し上

げます。 

 

記 

 

１．令和４年度「英語教育実施状況調査」の分析結果及びそれを踏まえた取組

の推進について 

本調査の分析結果によると、生徒の英語力の向上には、生徒の言語活動の

割合、英語教師の英語力や発話の割合、ICT を活用した言語活動や外国語指

導助手（以下「ALT」という。）による活動等が影響を与えていることが明ら

かになっている（別添１・７頁）。 

各学校におかれては、こうした分析結果も踏まえつつ、言語活動の充実、

英語教師の英語力や発話の割合の向上、ICT の活用（発表や話すことにおけ

るやり取りをする活動、遠隔地の生徒等と英語で交流する活動）等の充実を

図ること。 

  

２．国及び教育委員会における取組の充実について 

英語教育の改善・充実については、国においてもこれまで様々な取組を実

施してきたほか（別添２）、各教育委員会で「英語教育改善プラン」を作成

して取組を進めていただいているところである。本調査結果を踏まえ、令和

５年度「英語教育改善プラン」等を参照の上、他の教育委員会の優れた取組

を積極的に研究するなどして、教育委員会や学校における取組の充実を図ら

れたいこと。 

また、教師の英語力については、本調査の分析結果から、生徒の英語力の

向上に影響を与えている要因の一つであることが明らかになった一方で、今

年度の結果では課題が見られているところである。このことを踏まえ、各教

育委員会においては、「英語教育改善プラン」の「目標達成状況一覧表」に

掲げる目標値の着実な達成に取り組まれたいこと。特に、教師の英語力が全

国平均を下回っているなど課題の見られる教育委員会においては、今後、教

師の英語力に係る数値が改善されるよう、次期教育振興基本計画期間中の目

標値を検討するとともに、目標値を着実に達成できるよう、取組の改善・充

実を図られたいこと。 



なお、ALT 等については、令和５年度から、地方財政措置が拡充され、姉

妹校提携など外国自治体等との各種分野における交流に基づいて招致した

外国籍の外国語指導助手等の活用に要する経費が措置されている（別添３）。

各教育委員会におかれては、こうした措置も活用しつつ、JET プログラムに

よる ALT をはじめとする ALT 等の配置の充実を進めるなど、体制の整備を図

られたいこと。 

 

＜別添資料＞ 

別添１：令和４年度「英語教育実施状況調査」概要（抜粋） 

別添２：令和４年度「英語教育実施状況調査」の分析結果及び文部科学省の

主な取組について 

別添３：姉妹校提携など外国自治体等との交流に関する ALT 等の地方財政措

置について 

 

＜参考１＞ 

令和４年度「英語教育実施状況調査」（文部科学省 HP） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/gaikokugo/1415043_00004.htm 

 

＜参考２＞ 

「次期教育振興基本計画について （答申）」（令和５年３月８日中央教育審議会）（抜粋）  

Ⅳ．今後５年間の教育政策の目標と基本施策 

 目標４ グローバル社会における人材育成 

（略） 

・英語力について、中学校卒業段階で CEFR の A１レベル相当以上、高等学校卒業段階 

で CEFR の A２レベル相当以上を達成した中高生の割合の増加（５年後目標値：６割

以上）  

・全ての都道府県・政令指定都市において、中学校卒業段階で CEFR の A１レベル相当 

以上、高等学校卒業段階で CEFR の A２レベル相当以上を達成した中高生の割合を 

５年後までに５割以上にすることを目指す 

・特にグローバルに活躍する層の英語力について、高等学校卒業段階で CEFR の B１レ

ベル相当以上を達成した高校生の割合の増加 

 https://www.mext.go.jp/content/20230308-mxt_soseisk02-000028073_1.pdf 

 

＜参考３＞ 

令和４年度「英語教育改善プラン」 

（なお、令和５年度「英語教育改善プラン」は６月初旬を目途に文部科学省 HPに掲載予定） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/gaikokugo/1418086_00006.htm 

 

 

 

 



                                                                                                                             

 

【本件担当】 

文部科学省初等中等教育局教育課程課 

外国語教育推進室 企画調整係 

〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

TEL：03-5253-4111（内線 3785） 

E-mail：josui@mext.go.jp 
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担
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教
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の
英
語
力
（
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学
校
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高
等
学
校
）

○
CE

FR
B2

レ
ベ

ル
（

英
検

準
１

級
）

相
当

以
上

を
取

得
し

て
い

る
英

語
担

当
教

師
の

割
合

は
、

中
学

校
で

増
加

傾
向

に
あ

る
も

の
の

、
高

等
学

校
で

は
昨

年
度

比
2.

6ポ
イ

ン
ト

減
少

し
て

い
る

。

中
学

校
（

CE
FR
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ベ
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相
当

以
上
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高

等
学

校
（

CE
FR

 B
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ベ
ル

相
当

以
上
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「

英
語

担
当

教
師

」
と

は
、

調
査

基
準

日
時

点
に

お
い

て
中

学
校

・
高

等
学

校
に

所
属

し
、

外
国

語
（

英
語

）
の

免
許

状
（

免
許

状
の

種
類

は
問

わ
な

い
）

を
所

有
し

、
か

つ
英

語
の

授
業

を
担

当
し

て
い

る
者

（
た

だ
し

、
非

常
勤

講
師

及
び

臨
時

的
任

用
の

者
除

く
。

）
（

参
考

）
第

2期
教

育
振

興
基

本
計

画
で

は
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英
検

準
1級

程
度

以
上

（
CE

FR
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2レ
ベ

ル
以

上
）
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取

得
し

た
英

語
担

当
教

師
の

割
合

に
つ

い
て

、
中

学
校

は
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％
以

上
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高
等

学
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は
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以
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を
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標
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し

て
い

た
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生
徒
の
英
語
力
向
上
に
関
す
る
分
析

〇
生

徒
の

英
語

力
の

向
上

に
は

、
相

関
分

析
や

取
組

の
変

化
に

着
目

し
た

経
年

変
化

分
析

の
結

果
、

「
生

徒
の

言
語

活
動

の
割

合
」

「
英

語
教

師
の

英
語

力
や

発
話

の
割

合
」

「
IC

Tの
活

用
（

発
表

や
話

す
こ

と
に

お
け

る
や

り
取

り
を

す
る

活
動

）
」

等
が

影
響

を
与

え
て

い
る

。
〇

今
回

新
た

に
把

握
し

た
、

CE
FR

B1
（

英
検

２
級

）
レ

ベ
ル

相
当

以
上

の
英

語
力

を
有

す
る

生
徒

の
割

合
が

高
い

高
等

学
校

で
は

、
IC

Tを
活

用
し

た
言

語
活

動
や

A
LT

に
よ

る
授

業
外

の
活

動
を

行
っ

て
い

る
学

校
が

高
い

割
合

で
み

ら
れ

た
。

⇒
生

徒
の

英
語

に
よ

る
言

語
活

動
を

増
や

す
こ

と
、

言
語

活
動

の
取

組
で

IC
Tや

AL
Tを

効
果

的
に

活
用

す
る

こ
と

、
教

師
が

英
語

力
を

高
め

授
業

で
積

極
的

に
英

語
を

使
用

す
る

こ
と

な
ど

が
、

生
徒

の
英

語
力

の
向

上
に

必
要

。
※

今
後

、
令

和
５

年
度

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

結
果

等
と

併
せ

て
、

教
育

委
員

会
や

学
校

等
の

取
組

と
生

徒
の

英
語

力
の

関
係

に
つ

い
て

さ
ら

に
分

析
予

定
。

差
分
の
差
※
3

生
徒
の
英
語
力
に
影
響
を
与
え
た
可
能
性
が
高
い
取
組

0.
07

3
授

業
に

お
い

て
、
生

徒
が

英
語

で
言

語
活

動
を

し
て

い
る

時
間

の
割

合
（

第
３

学
年

）
0.

05
2

英
語

担
当

教
師

の
英

語
に

よ
る

発
話

の
割

合
(第

３
学

年
）

0.
04

5
A
LT

に
よ

る
授

業
外

の
活

動
(英

語
の

授
業

以
外

の
授

業
や

学
校

行
事

で
の

生
徒

との
交

流
)

※
2 

政
令

指
定

都
市

立
の

中
学

校
に

つ
い

て
、
R

元
年

度
とR

４
年

度
に

お
け

る
取

組
の

変
化

に
着

目
し

比
較

。
上

記
の

取
組

が
増

加
し

て
い

る
学

校
で

、
C

EF
R

 A
１

レ
ベ

ル
（

英
検

３
級

）
相

当
以

上
の

生
徒

の
割

合
に

増
加

が
み

ら
れ

て
い

る
。

※
3 

差
分

の
差

＝
（

取
組

に
変

化
が

あ
っ
た

学
校

群
の

英
語

力
の

差
分

)－
(取

組
に

変
化

が
な

か
っ
た

学
校

群
の

英
語

力
の

差
分

）
例

え
ば

、
「0

.0
73

」は
、

取
組

に
変

化
が

あ
った

学
校

群
の

方
が

、
取

組
に

変
化

が
な

か
っ
た

学
校

群
よ

り、
C
EF

R
 A

1レ
ベ

ル
相

当
以

上
の

生
徒

の
割

合
の

増
加

量
が

7.
3％

高
か

った
こ

と
を

示
す

。
た

だ
し

、
着

目
し

た
取

組
以

外
の

取
組

や
外

部
環

境
の

影
響

を
受

け
て

い
る

可
能

性
も

あ
る

こ
とに

は
留

意
が

必
要

。

【
参

考
】

経
年

で
伸

び
が

見
ら

れ
た

主
な

取
組

（
※

2）
（

中
学

校
の

例
）

C
E
FR

B
1
レ
ベ
ル
相
当
以
上
の
英
語
力
を
有
す
る
生
徒
の
割
合
が

平
均
よ
り
高
い
学
校
の
傾
向
（
高
等
学
校
）

：
学
科
全
体
（
該
当
学
科
の
全
体
平
均
）

：
CE

FR
 B

1レ
ベ
ル
相
当
以
上
を
取
得
し
て
い
る

/有
す
る
と
思
わ
れ
る
生
徒
の
割
合
が
学
科
別
平
均
よ
り
高
い
学
校

23
.5
%

32
.8
%

77
.6
%

83
.5
%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

生
徒

が
遠

隔
地

の
生

徒
等

と英
語

で
話

を
し

て
交

流
す

る
活

動

教
師

が
デ

ジ
タ

ル
教

材
等

を
活

用
し

た
授

業

IC
Tの

活
用

69
.9
%

83
.0
%

77
.4
%

91
.9
%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

10
0%

英
語

の
授

業
以

外
の

授
業

や
学

校
行

事
で

の
生

徒
と
の

交
流

一
定

の
目

的
を

持
った

授
業

外
で

の
教

育
活

動

A
LT

に
よ

る
授

業
外

の
活

動

CE
FR

B2
レ

ベ
ル

相
当

以
上

を
取

得
し

て
い

る
教

師
の

割
合

（
※

1）

生
徒

が
パ

ソ
コ

ン
等

を
用

い
て

発
表

や
話

す
こ

と
に

お
け

る
や

り
取

り
を

す
る

活
動

を
50

%
以

上
の

授
業

で
実

施
し

た
学

校
の

割
合

小
学

校
/

中
学

校
と

連
携

し
て

い
る

学
校

の
割

合

「
CA

N
-

D
O

リ
ス

ト
」

形
式

に
よ

る
学

習
到

達
を

公
表

し
て

い
る

学
校

の
割

合

生
徒

の
英

語
に

よ
る

言
語

活
動

が
50

%
以

上
の

学
校

の
割

合

0.
13

*
0.

37
*

0.
34

*
0.

37
*

0.
45

*
中

学
校

0.
20

*
0.

33
*

0.
18

0.
27

0.
33

*
高

等
学

校生
徒
の
英
語
力
と
各
項
目
の
相
関
（
中
学
校
・高
等
学
校
）

* 5
%

 水
準

で
有

意
(両

側
) 

（
※

1）
の

み
学

校
単

位
の

相
関

（
そ

の
他

は
都

道
府

県
単

位
）

７



※
今

後
、

令
和

５
年

度
全

国
学

力
・

学
習

状
況

調
査

〔
英

語
調

査
〕

の
結

果
も

併
せ

て
、

英
語

教
育

の
改

善
・

充
実

に
向

け
て

、
さ

ら
に

分
析

等
を

行
う

予
定

・
学

習
指

導
要

領
の

着
実

な
実

施

・
小

学
校

外
国

語
活

動
・

外
国

語
の

教
材

の
作

成
・

配
布

（
L
e
t
’

s
 
t
r
y
!
等

）

・
学

習
評

価
に

関
す

る
参

考
資

料
、

高
等

学
校

外
国

語
科

に
お

け
る

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
テ

ス
ト

参
考

資
料

の
提

供

・
Y
o
u
T
u
b
e
 
M
E
X
T
 
c
h
a
n
n
e
l
に

て
授

業
映

像
等

の
動

画
の

配
信

（
随

時
追

加
中

）

・
C
a
n
-
D
o
リ

ス
ト

の
形

で
の

学
習

到
達

目
標

設
定

の
た

め
の

手
引

き
の

作
成

・
小

中
接

続
を

踏
ま

え
た

中
学

校
の

指
導

資
料

の
作

成

・
「

英
語

教
育

改
善

プ
ラ

ン
推

進
事

業
」

に
お

い
て

小
中

連
携

に
関

す
る

委
託

事
業

の
実

施

・
専

科
指

導
の

た
め

の
加

配
措

置

・
小

学
校

教
員

が
中

学
校

の
英

語
免

許
を

取
得

す
る

認
定

講
習

の
開

設
を

支
援

・
英

語
力

と
指

導
力

の
向

上
の

た
め

、
小

中
高

教
師

対
象

の
オ

ン
ラ

イ
ン

研
修

の
実

施

・
優

れ
た

外
部

人
材

の
活

用
（

特
別

免
許

状
等

の
活

用
促

進
）

・
「

英
語

教
育

改
善

プ
ラ

ン
推

進
事

業
」

に
お

い
て

教
師

の
英

語
力

の
向

上
に

関
す

る
委

託
事

業
の

実
施

令
和
４
年
度
「
英
語
教
育
実
施
状
況
調
査
」
の
分
析
結
果
及
び
文
部
科
学
省
の
主
な
取
組
に
つ
い
て

言
語

活
動

の
充

実
・

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
テ

ス
ト

・
C
a
n
-
D
o
リ

ス
ト

形
式

に
よ

る
学

習
到

達
目

標
・

小
中

連
携

I
C
T
の

活
用

教
師

の
英

語
力

・
指

導
力

向
上

・
I
C
T
を

活
用

し
た

言
語

活
動

の
充

実
、

パ
フ

ォ
ー

マ
ン

ス
評

価
等

の
促

進
（

文
部

科
学

省
H
P

「
S
t
u
D
X

S
t
y
l
e
」

に
、

小
中

高
で

の
I
C
T
活

用
の

事
例

や
ポ

イ
ン

ト
に

つ
い

て
掲

載
）

h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.
m
e
x
t
.
g
o
.
j
p
/
a
_
m
e
n
u
/
s
h
o
t
o
u
/
z
y
o
u
h
o
u
/
m
e
x
t
_
0
0
0
1
2
.
h
t
m
l

・
「

英
語

教
育

改
善

プ
ラ

ン
推

進
事

業
」

に
お

い
て

I
C
T
活

用
に

関
す

る
委

託
事

業
の

実
施

・
A
L
T
に

関
す

る
地

方
財

政
措

置
の

拡
充

（
姉

妹
校

提
携

な
ど

外
国

自
治

体
等

と
の

各
種

分
野

に
お

け
る

交
流

に
基

づ
く

も
の

）
（

R
5
～

）

・
学

習
指

導
員

等
の

配
置

（
学

力
向

上
を

目
的

と
し

た
学

校
教

育
活

動
支

援
）

（
補

助
事

業
）

・
総

務
省

等
と

連
携

し
て

J
E
T
-
A
L
T
の

活
用

に
つ

い
て

事
例

集
を

新
た

に
作

成
中

で
あ

る
ほ

か
、

J
E
T
-
A
L
T
来

日
時

研
修

な
ど

A
L
T
等

の
環

境
整

備

別添２



姉
妹
校
提
携
な
ど
外
国
自
治
体
等
と
の
交
流
に
関
す
る
A
LT
等
の
地
方
財
政
措
置
に
つ
い
て

地
域

の
国

際
交

流
の

進
展

を
図

り、
諸

外
国

との
相

互
理

解
を

増
進

す
る

た
め

、
姉
妹
校
提
携
な
ど
外
国
自
治
体
等
と
の

各
種
分
野
に
お
け
る
交
流

に
基

づ
い

て
招

致
し

た
外

国
籍

の
外

国
語

指
導

助
手

等
の

活
用

に
要

す
る

経
費

に
つ

い
て

措
置

。
令

和
５

年
度

地
方

財
政

措
置

の
概

要
※

【出
典

】令
和

５
年

度
の

地
方

財
政

の
見

通
し

・予
算

編
成

上
の

留
意

事
項

等
に

つ
い

て
（

総
務

省
）

こ
れ
ま
で
の
A
L
T
に
関
す
る
地
方
財
政
措
置
の
対
象

こ
れ
ま
で
の
A
L
T
に
関
す
る
地
方
財
政
措
置
の
対
象

JE
T
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
る
A
LT

【都
道
府
県
】

•
JE

T
参

加
者

の
任

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
、
普

通
交

付
税

措
置

＜
標

準
団

体
（

人
口

17
0万

人
）

の
場

合
:

約
2億

5千
万

円
＞

•
私

立
学

校
に

お
け

る
JE

T
参

加
者

の
雇

用
に

係
る

都
道

府
県

の
助

成
経

費
に

つ
い

て 特
別

交
付

税
措

置

【市
町
村
】

•
JE

T
参

加
者

の
任

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
、
JE

T参
加

者
数

に
応

じ
た

額
を

普
通

交
付

税
措

置
＜

標
準

団
体

（
人

口
10

万
人

）
の

場
合

:
12

0万
円

＋
（

JE
T参

加
者

数
×

48
2万

円
）

＞

•
JE

T
プ

ロ
グ

ラ
ム

コ
ー

デ
ィネ

ー
タ

ー
に

係
る

経
費

に
つ

い
て

特
別

交
付

税
措

置

外
国
自
治
体
と
の
自
治
体
間
交
流
に
よ
る
A
LT

姉
妹

都
市

な
ど

の
外

国
自

治
体

と
の

自
治

体
間

交
流

に
基

づ
い

て
招

致
し

た
外

国
籍

の
外

国
語

指
導

助
手

・国
際

交
流

員
・ス

ポ
ー

ツ
国

際
交

流
員

の
活

用
に

要
す

る
経

費
に

つ
い

て
も

JE
T

プ
ロ

グ
ラ

ム
と

同
様

の
普

通
交

付
税

措
置

姉
妹
校
提
携
等
の
交
流
に
よ
る
A
LT
に
も
、
JE
T
同
様
の
普
通
交
付
税
措
置

＜
参
考
:
姉
妹
校
と
の
国
際
交
流
活
動
の
事
例
＞

•
生

徒
や

教
師

の
相

互
訪

問
（

ホ
ー

ム
ス

テ
イ

な
ど）

•
学

校
や

地
域

で
、
自

国
の

文
化

（
生

活
、
習

慣
、
音

楽
、
作

品
）

を
紹

介
し

合
う
な

どの
交

流
活

動
•
IC

T
を

活
用

し
た

授
業

や
課

外
活

動
等

に
お

け
る

交
流

活
動

な
ど


姉

妹
校

との
間

で
提
携
内
容
が
確
認
で
き
る
書
面
に
よ
る
協
定

等
が

あ
り
、
提
携
内
容
に
従
事

す
る

た
め

に
招

致
し

た
A

LT
で

あ
る

こ
と


姉

妹
校

の
承
認
を
受
け
て
任
用

し
た

A
LT

で
あ

る
こ

と


姉

妹
校

が
所
在
す
る
国
の
国
籍

を
有

し
て

い
る

A
LT

で
あ

る
こ

と
な

ど

要
件
【姉
妹
校
提
携
の
場
合
】

令
和
５
年
度

拡
充
措
置

協
定

に
は

、
交

流
に

つ
い

て
の

概
括

的
な

記
載

が
あ

れ
ば

よ
く、

A
LT

の
派

遣
に

関
す

る
記

載
は

不
要

。

例
:

日
本

側
の

自
治

体
・学

校
が

該
当

者
を

選
定

し
て

経
歴

書
を

姉
妹

校
に

提
示

し
、提

携
内

容
に

従
事

す
る

者
とし

て
メ

ー
ル

等
で

承
認

。

別添３
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